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京丹後市職員措置請求に係る審査の結果について（通知）  

 

 

平成２５年８月１日付で収受しました地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第２４２条第１項の規定に基づく京丹後市職員措置請求（住民監査請

求）につきましては、下記の理由により却下します。 

 

記 

 

第１ 請求の要旨 

 

  平成１６年１０月の台風２３号によって破損した「丹後あじわいの郷」の王国タ

ワーについては、京丹後市が市有建物災害共済の保険に加入しており、被害発生か

ら２年以内に現状復旧すれば、復旧費の２分の１が補償されるはずであった。しか

し、平成１７年５月１０日に改修に向けての発議が起案されているものの、その後

破損個所の復旧もせず現在まで放置されている。 

  公有財産の共済金の請求について、王国タワーの改修案３，５００万円の２分の

１である１，７５０万円の共済金が支払われたはずであるが、共済金請求の担当部

署の責任者である当時（平成１６年から１８年）の総務部長は、これを放置し申請

をしなかったことは市に損害を与えたものである。また、市長は同部長に対しその

損害を補てんするための措置を講ずるべきである。 

  当請求は、損害が発生したときから１年以上が経過しているが、本請求の事実は

平成２５年４月１５日付けの情報公開請求により知り得た事実であるため、法第２

４２条第２項のただし書きの正当な理由にあたるものです。 

 

 

第２ 受理できない理由 

 

住民監査請求の「請求期間」については、法第２４２条第２項で定められており、



当該行為があった日又は終わった日から１年以内と定められています。しかし、正

当な理由がある場合は１年以上が経過しても請求できることとなっています。 

正当な理由とは、特段の事情がない限り、当該普通地方公共団体の住民が相当の

注意力を持って調査すれば、客観的に見て住民監査請求をするに足りる程度に当該

行為の存在及び内容を知ることができたと解される時から、相当な期間内に監査請

求したかどうかによって判断すべきである。（平成１４年９月１２日最高裁判決） 

 

今回の住民監査請求の「当該行為があった日又は終わった日」とは、王国タワー

が加入していた市有建物災害共済の共済金請求期限であります。共済金の請求期限

は建物災害共済業務規程に定められており、災害が生じた日から２年間となってい

ます。平成１６年１０月２０日から２１日にかけて被災した本件については、２年

後の平成１８年１０月２１日が当該行為の終わった日となり、そこから１年以内が

住民監査請求できる期間となり、平成１９年１０月２１日までが「請求期間」とな

ります。 

 

次に、本請求の事実は平成２５年４月１５日付けの情報公開請求により知りえた

事実であるため、法第２４２条第２項のただし書きの正当な理由にあたると住民監

査請求されていますが、前述しました最高裁判例のとおり「正当な理由」にあたら

ないものです。したがって、請求が１年以上経過しているため請求の期間外となる

ものです。（請求期間の参考判例、最高裁平成１７（行ヒ）３４１、平成１９年４月

２４日第三小法廷判決） 

 

以上のことから、法第２４２条の住民監査請求の要件を満していないため、本件

請求は不適格であるので却下します。 

 

 

第３ 住民監査請求に関する意見 

 

  今回の住民監査請求については、前項で記述したとおり「請求期間」が遅かった

ため審査に至る前に「却下」となったものであるが、その内容について京丹後市が、

災害の発生から２年以内に市有建物災害共済の共済金請求をしなかったことは、違

法ではないが適切さを欠くものであると言わざるを得ない。 

  京丹後市に対して今後は、公有財産を適正に管理するために定められた京丹後市

公有財産規則を遵守し、職務を厳正に執行するよう要望するものである。 

 


